
平成２１年度における行財政改革の取組実績

岡山県行財政構造改革大綱２００８に基づき行財政構造改革に取り組んでい
るところであるが、本年度の取組状況は次のとおりである。

取 組 項 目 取 組 状 況

(1) 職員数 ○定数等純減の状況

部 門 目標（～H25.4） H21年度取組 累 計

知事部局等 ▲ ８６０人 ▲ １４０人 ▲ ３７０人

教育委員会 ▲ ３３５人 ▲ ５７人 ▲ ３００人

警 察 本 部※ ▲ ２０人 ▲ ９人 ▲ １５人

企 業 局 ▲ １８人 ▲ ０人 ▲ １７人

合 計 ▲１，２３３人 ▲ ２０６人 ▲ ７０２人

※警察官以外の職員

(2) 組織 ○本庁組織の再編（H22.4）

新おかやま夢づくりプランを着実に推進するため再編

・知事直轄の組織：危機時の機動的な対応や総括・調整機能を強化するため知事

直轄の危機管理監を設置

・総 合 政 策 局：政策の立案・推進機能を強化するため設置

・県 民 生 活 部：地域づくりやくらしの安全安心等県民生活に関する施策を推

進するため設置

・環 境 文 化 部：環境保全と文化・スポーツ振興による潤い豊かな社会の実現

を目指すため設置

※課室数の削減 ７４課室 → ７０課室

○農林水産部関係試験研究機関の集約化

・産学官連携の推進及び知的財産戦略への対応等の充実を図るため、６試験研究

機関を統合し、「農林水産総合センター」を新設

(3) 職員の意 ○人材育成の取組（H21）

識改革と人 ・自治研修所研修体系の見直し

事制度等

○人事評価制度（H21）

・人事評価制度の試行を公益法人へ派遣している職員の一部に対し拡大



取 組 項 目 取 組 状 況

(4) 事務事業 ○一般施策等の削減（一般財源ベース）

目標値（～H24.4） H22予算 累計額

H20当初予算比 ▲１０７億円 ▲ ３２億円 ▲ ９８億円

○運営費等の削減（一般財源ベース）

目標値（～H24.4） H22予算 累計額

運 営 費 ▲３０億円 ▲ ２億円 ▲ ２８億円

公 債 費 ▲１０億円 ▲ ２億円 ▲ ５億円

(5) 公共事業 ○地方負担額の削減

目標値(H21､H22) H21予算 H22予算

前年度 ▲１０％ ▲１０．１％ ▲１０．０％

当初予算比 (削減額▲３４億円) (削減額▲３０億円)

(6) 歳入確保 ○県税収入率の向上

・「滞納整理推進機構」を設置し、個人県民税の徴収強化（H21.4）

・滞納処分の迅速化等の対策強化

・個人県民税の特別徴収の徹底

○県有施設の有効活用

・納付金制度の導入（県庁舎の自動販売機（H21.7）、売店（H22.1）外）

・県有施設駐車場の有料化（H22.9導入予定）

・有料広告事業（県ＨＰ、県広報紙）の実施

・ネーミングライツの導入（総合グラウンド陸上競技場）

○使用料等の適正化

・県公舎使用料（H21.4）及び県有施設使用料の引き上げ（H22.9導入予定）

○県有資産の売却（H21）

・土地の売り払い 実績額９．７億円（１５件）

○その他

・数字選択式宝くじのＡＴＭ販売の開始（H22.2～）



取 組 項 目 取 組 状 況

(7) 公の施設 ○公の施設の見直し （金額：億円）

見直し目標 H20年度取組 H21年度取組

施 設 数 ５６ ２６ ２６

効 果 額 ９ ８.４

２１年度見直し施設（２６施設）

取組結果（H22.4）

閉じる施設 龍ノ口グリーンシャワー公園、二十一世紀の森、 ３施設

県立吉備路郷土館

譲渡する施設 むかし下津井回船問屋、グリーンヒルズ津山、

水島サロン、ファーマーズ・マーケットサウス ６施設

ヴィレッジ、ファーマーズ・マーケットノース

ヴィレッジ、津山婦人青年の家

集約化する施設 〈相談機能を有する施設の集約化〉

消費生活センター、交通事故相談所、青少年総

合相談センター、男女共同参画推進センター、

福祉相談センター、身体障害者更生相談所、知

的障害者更生相談所、女性相談所 １４施設

〈農林関係試験研究機関の集約化〉

農業総合センター、生物科学総合研究所、総合

畜産センター、水産試験場、林業試験場、木材

加工技術センター

縮小する施設 光量子科学研究所、工業技術センター ２施設

抜本的な運営見 南部健康づくりセンター １施設

直し施設

○試験研究機関の外部評価（H21）

・全試験研究機関（９機関）について、試験研究評価に関する指針に基づき、

外部委員による評価を実施

(8) 市町村へ ○「市町村の自立力向上のための県からの事務・権限移譲計画＜改訂版＞」（移

の事務・権 譲計画）に基づき、新たに１パッケージ９事務について移譲を決定、その他

限移譲 ２パッケージ１０事務について移譲先市町村を拡大

（主な移譲事務）

・新規：社会福祉パッケージ

社会福祉法人の設立認可等･･･新見市へ移譲

・拡大：福祉事務所パッケージ

生活保護の決定・実施等 ･･･新庄村へ移譲

建築審査パッケージ

建築等に係る確認・検査等 ･･･笠岡市へ移譲

※これまでの移譲決定事務数：１２３事務



取 組 項 目 取 組 状 況

(9) 外郭団体 ○外郭団体の見直し

取組方針 21年度末までの取組(～H24.4)

抜本的な見直し ５団体 チボリ・ジャパン(株)（H20.12解散）

(財)岡山県開発公社（H21.6解散）

岡山県住宅供給公社（H22.3解散）

(社)岡山県総合協力事業団

（派遣県職員の引き揚げ、委託業務の見直し）

統合 ２団体 岡山県スポーツ振興財団（H21.4解散）

(財)吉備高原保健福祉のむら事業団（H21.3解散）

あり方検討 １０団体 (財)岡山総合展示場（H21.3解散）

自立化 ２団体 (福)吉備の里（H21.3県出資金引き揚げ）

岡山県農業信用基金協会

（代表者への県職員就任の中止）

県関与の縮小 ５団体 (財)岡山県福祉事業団（人件費補助の中止）

(財)岡山県健康づくり財団

（派遣県職員の引き揚げ、委託業務の縮小）

○審議会の見直し

・「審議会等の設置及び運営等に関する指針」の策定（H22.3）

(10) 行政評価 ○「行政評価制度を考えるセミナー」を開催（H22.2)

・行政評価の意義や制度のあり方について研修

○「新たな行政評価制度の基本的な考え方」を提示（H22.3)

(11) その他 ○総務事務システムの整備（H21）

・給与・福利厚生の総務事務について、全庁的な集中処理を行う総務事務シ

ステムを整備し、平成２２年度から運用を開始


